予算要求資料
平成27年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：環境管理費　目：公害対策費
	事業名　環境測定・監視機器等整備費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　環境生活部　環境管理課　水環境係　電話番号：058-272-1111（内2834）

E-mail：c11264@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　     31,473千円（前年度予算額：8,000千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	8,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	8,000

	要求額
	31,473
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	31,473

	決定額
	21,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	21,000


２　要求内容
（1） 要求の趣旨（現状と課題）
環境中のダイオキシン類や水質汚濁の状況を把握するため、保健環境研究所及び各保健所に測定機器を整備しているが、現在使用している機器は、10年以上前に購入しており、修理用部品の供給が既に停止や直近にも停止する可能性がある等、修理困難な状況であることから、本体の更新が必要となっている。年間計画による環境の常時監視測定に使用するほか、汚染発覚時などの緊急を要する事案への対応に使用するため、検査体制の整備が必要である。
（2） 事業内容
1 環境測定機器の設置（新規）

○水質分析用全自動固相抽出装置の整備

　 　　県国土強靭化を図るため、大規模災害時における未知物質の検査や多量の検体を迅速に検査できる体制を確保することが必要である。現在、河川等への油流出、魚類へい死事故等への対応については、振興局が中心となり簡易水質検査や事業場への立入を行うほか、大規模な事故時には保健環境研究所において詳細検査を実施しているところである。しかし、検査可能な項目が限定的であり、未知物質流出時の検査体制が不足している。

本装置は、河川水や地下水中の環境基準に定められた農薬類やその他の微量化学物質を短時間で効率的に濃縮するために使用する装置であり、導入により、操作による不純物等の混入や試料ロス（機器への試料の付着等により、分析試料が減少すること）が低減できることから、これまで対応が出来なかった高い精度が求められる項目の分析の実施が可能になる。また分析時間の短縮につながるため、多量の検体測定にも対応が可能となる。
2 環境測定機器の更新

　　　○ガスクロマトグラフ質量分析計 等の更新
河川水又は地下水の水質測定で使用している機器等であり、耐用年数を過ぎていることからその劣化等が著しく、今後の測定等の支障をきたすおそれがあるため、更新を要求する。
（３）県負担・補助率の考え方

・県10/10
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
1 環境測定機器の設置（新規）

	機器名
	予算額

(千円)
	用途

	水質分析用全自動固相抽出装置
	9,681
	河川水・地下水試料の前処理


2 環境測定機器の更新
	機器名
	予算額

(千円)
	用途

	ガスクロマトグラフ質量分析計
	18,576
	河川水・地下水の残留農薬の分析

	電子天秤ザルトリウス
	375
	河川水・地下水の分析時の検体の秤量、試薬の秤量・調整

	低温恒温水槽
	713
	BOD検査用試料の前処理、シアン分析

	超低湿ドライボックス
	192
	検体培地の保管

	恒温水槽
	204
	細菌検査用培地管理

	循環アスピレーター
	65
	細菌検査の前処理

	薬品保冷庫
	481
	試薬及び試料の保管

	シアン蒸留装置
	570
	河川水・地下水のシアンの分析

	インキュベーター
	616
	河川水・地下水・排水試料の前処理


	　決定額の考え方　

  整備する機器の必要性等を精査し、所要額を計上します。



４　参考事項
（１）後年度の財政負担
環境分野では、検体の分析に迅速性、行政の信頼性を求められる事例が多く、そうした事例では県の試験機関での分析を優先的に行っていくことが必要であることから、保健環境研究所及び保健所で必要とする検査機器の整備を行っていく。
（参考）平成28年度以降に要望する機器整備等
	年度
	要望額
(千円)
	整備機器等

	平成28年度
	15,235 
	ガスクロマトグラフ、薬品保冷庫、低温インキュベーター等

	平成29年度
	35,454 
	ICP質量分析計、オートクレーブ等

	平成30年度
	14,114 
	高速液体クロマトグラフ、ｐＨメーター等


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
環境の常時監視測定のほか、汚染発覚時などの緊急を要する事案に速やかに対応できる検査体制を整備することを目標とする。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	
	
	
	
	
	


○指標を設定することができない場合の理由
	各保健所等の検査体制の整備に必要な測定機器等の新規購入・更新を行う事業であり、指標値を設定することが困難なため。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

耐用年数が経過する等、機器の不具合や修理が困難な状況である測定機器等の購入を行った。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

必要な機器の整備により、計画に基づく公共用水域常時監視における水質

検査や、事業場から排出される排水等の水質調査に速やかに対応すること
ができた。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	年間計画による環境の常時監視測定に使用するほか、汚染発覚時などの緊急を要する事案への対応に使用しており、整備の必要性が高い。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

　 ○

	　機器整備等によって、必要な検査を実施することが出来ている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	整備する機器によっては、導入により操作によるコンタミネーションや試料ロスを十分低減でき、高い精度が求められる項目の分析の実施が可能になるとともに、分析時間の短縮につながっている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
保健環境研究所及び保健所で使用する現有機器の老朽等がみられており、優先度が高い機器を順に整備していかなければならない。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

検査を担当する保健環境研究所及び保健所の要望を確認し、必要な機器の整備を進めていく。


